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当該試行工事の入札手続きにあたっては、電子
入札システムにおいて２件の工事が別々に案件登
録されているので、参加を希望する工事毎に申請
書の提出及び入札が必要である。ただし、希望工
事のみに申請書を提出することもできるものとす
る。
一括審査方式の対象工事として、１つの技術資
料を持って審査を行う工事は、２件の工事とする。
１ 木原道路内畠トンネル工事（以下、「Ａ工事」
という。）
２ 三隅・益田道路土田トンネル工事（以下、「Ｂ
工事」という。）
なお、本入札公告は上記Ｂ工事のものである。
平成 29 年９月 19 日

支出負担行為担当官
中国地方整備局長 川﨑 茂信

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 34
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
三隅・益田道路土田トンネル工事（電子入
札対象案件）
 工事場所 島根県益田市土田町～西平原町
地内
 工事内容
工事延長Ｌ＝480ｍ
【土田トンネル】
Ｌ＝397ｍ 内空断面積62266
トンネル（ＮＡＴＭ） １式
道路土工（残土処理工） １式
トンネル工（発破工法） １式
掘削・支保工 397ｍ
覆工コンクリート・防水工 397ｍ
インバート工 108ｍ
坑内付帯工 １式
坑門工 １式
掘削補助工 １式
仮設工 １式
道路改良 １式
道路土工 １式
法面工 １式
擁壁工 １式
石・ブロック積（張）工 １式
排水構造物工 １式
道路付属施設工 １式

 工期 契約締結の翌日から平成31年３月29
日まで

 使用する主要な資機材
生コンクリート約48千
鋼材（棒鋼）約11百トン
鋼材（棒鋼以外）約25百トン

 工事実施形態
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合
的に評価して落札者を決定する総合評価落
札方式（技術提案評価型（Ｓ型））の試行工
事のうち、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を
確実に実現できるかどうかについて審査
し、評価を行う施工体制確認型総合評価落
札方式の試行工事である。
 本工事は、複数工事について、技術資料
の提出を１つのみとし、申請者・発注者双
方の業務負担軽減を図る一括審査方式の試
行工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するｉ
Constructionに基づき、ＩＣＴ技術の全面
的活用を図るため、起工測量、設計図書の
照査、施工、出来形管理、検査及び工事完
成図や施工管理の記録及び関係書類につい
て３次元データを活用するＩＣＴ活用工事
（発注者指定型）である。
 本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注者間の双
務性の向上とともに、契約変更等における
協議の円滑化を図るため、契約締結後受発
注者間の協議により総価契約の内訳として
単価等を合意することとする。
 予定価格が１億円以上の工事は、低入札
価格調査制度調査対象工事について、現場
にモニターカメラの設置（施工状況の把握）
及び発注者の指定する不可視部分の施工に
関するビデオを撮影し、発注者への提出を
実施する工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
であり、詳細は特記仕様書による。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃
棄物の再資源化等の実施が義務付けられた
工事である。

 本工事は、申請書と併せて、歩掛見積の
提出を求め、作成・決定した歩掛を競争参
加資格有りと通知した企業に対して電子入
札システム等で公表する工事である。詳細
は入札説明書による。
 本工事は、技術資料作成に必要と思われ
る当該工事の関連データを希望者にイン
ターネットで提供、または、記録媒体によ
る提供を行う試行工事である。詳細は入札
説明書による。
 本工事は、工事実施にあたって不足する
下請け等の技術者や技能者等を通常考える
工事実施地域外から広域的に確保せざるを
得ない場合に、「共通仮設費（率分）のうち
営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理
費」の一部の費用（以下「実績変更対象費」
という。）について、契約締結後、労働者確
保に要する方策に変更が生じ、土木工事標
準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は、実績変更対象
費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で設計変更する試行工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するｉ
Constructionに基づき、ＩＣＴ技術の全面
的活用を図るため、ＣＩＭ（Construction
Information Modeling／Management）
を導入し、関係者間協議や情報共有、施工
計画の検討、安全性に関わる検討、出来形
管理等の施工管理のいずれかについてＣＩ
Ｍモデルを活用するＣＩＭ活用工事とする
ことができる工事である。
 本字工事は、トンネル覆工コンクリート
長期保証制度を試行する工事である。

 本工事は、資料提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムにより難い者は、発注者の承諾
を得て紙入札方式に代えることができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 中国地方整備局における平成29・30年度
「一般土木工事」の一般競争参加資格の認定
を受けていること（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年

 平成14年４月１日以降に元請けとして完
成・引き渡しが完了した、次の同種工事の施
工実績を有すること。
同種工事とは、下記の、すべての要件
を満たすＮＡＴＭによるトンネル工事の施工
実績を有すること。
 トンネル内空断面積（覆工後の内空面積
（代表値））50以上であること。
 トンネル施工延長が200ｍ以上であるこ
と。
ただし、上記、は同一トンネル、同一
工事（連続施工を含む）であることとし、掘
削支保工及び覆工の両方を施工しているこ
と。
施工延長とは掘削支保工及び覆工の両方を
施工した延長とし、坑門工の延長も施工延長
に加えてよい。
共同企業体の構成員としての実績は出資比
率が20％以上であること。ただし、乙型ＪＶ
（異工種ＪＶ）の同種工事の施工実績につい
ては、出資比率に関わらず各構成員が施工を
行った分担工事の実績であること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当該
組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、全ての構成員が同種
工事の施工実績を有すること。

法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開始の
決定後、中国地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて
いること。）。
 中国地方整備局における平成29・30年度
「一般土木工事」に係る一般競争参加資格の
認定の際に客観的事項（共通事項）について
算定した点数（経営事項評価点数）が、
1200点以上であること（上記の再認定を
受けた者にあたっては、当該再認定の際に、
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
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